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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第１四半期
累計(会計)期間

第66期
第１四半期
累計(会計)期間

第65期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 2,158,576 1,920,137 7,976,347

経常利益（千円） 139,155 292,650 312,463

四半期（当期）純利益（千円） 81,896 250,522 143,261

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 1,350,000 1,350,000 1,350,000

発行済株式総数（千株） 16,000 16,000 16,000

純資産額（千円） 4,061,878 4,285,961 4,085,095

総資産額（千円） 7,046,776 6,902,896 6,557,605

１株当たり純資産額（円） 254.10 268.18 255.60

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
5.12 15.68 8.96

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 5.00

自己資本比率（％） 57.64 62.09 62.30

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
94,097 △45,262 376,657

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
88,932 △13,022 △91,235

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△154,345 △241,726 △18,474

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残

高（千円）
281,767 269,337 520,027

従業員数（人） 233 240 231

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　　　当第１四半期会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりで

　　あります。

　　＜農機事業部＞

　　　平成21年４月１日に当社の100％子会社であります㈱サンソーを吸収合併しました。

　　＜軸受事業部＞

　　　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。　
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３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 240

　（注）  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、パートタイマーは含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）　

前年同四半期比（％）

農機事業部（千円） 1,543,747 122.8

軸受事業部（千円） 137,367 85.9

合計 1,681,114 118.6

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）　

前年同四半期比（％）　

農機事業部（千円） 212,302 164.0

電器音響事業部（千円）　 － 0.0

合計（千円） 212,302 24.3

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(4）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）　

前年同四半期比（％）　

農機事業部（千円） 1,776,264 149.5

軸受事業部（千円） 143,873 93.7

電器音響事業部（千円） － 0.0

合計（千円） 1,920,137 89.0

　（注）１．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

　

　　　　　に対する割合は次の通りであります。

相手先

　

　前第１四半期会計期間

　（自　平成20年４月１日

　　　至　平成20年６月30日）　

　当第１四半期会計期間

　（自　平成21年４月１日

　　　至　平成21年６月30日）　

　金額（千円） 　割合（％） 　金額（千円） 　割合（％）

　株式会社クボタ 243,607 11.3 326,693 17.0

　日本ニューホランド株式会社 146,092 6.8 317,202 16.5

　ヤンマー農機株式会社 179,408 8.3 224,451 11.7

　（注）２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　　　当第１四半期会計期間において、財務状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

　　年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)業績の状況

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、一部の業種において在庫調整が進み生産の持ち直しの兆しが見られ

るものの、企業業績の大幅な悪化、設備投資の抑制ならびに雇用情勢の更なる悪化など、依然として厳しい状況が続

いております。

　このような情勢のもと、農業機械部門におきましては、農業従事者の高齢化や後継者不足による農家戸数の減少と

いった構造的な問題があるものの、食の安全・安心への関心の高まりや食料自給率向上に対する国の政策の後押し

もあり、高品質な飼料増産に対応した細断型シリーズや有機肥料の散布など低コスト循環型農業に対応したマニア

スプレッダシリーズなどが売上に寄与しました。また、輸出も前年に引き続きロールベーラを主体に伸張しました結

果、売上高は前年同期比５億88百万円増加し17億76百万円（前年同期比49.5％増）となりました。

　一方、軸受部門におきましては、昨年度後半以降の景気後退の影響を受け受注が減少し、売上高は前年同期比９百万

円減少し１億43百万円（前年同期比6.3％減）となりました。

　以上の結果に加え、前事業年度末に電器音響事業から撤退した事により、当第１四半期会計期間の売上高は前年同

期比２億38百万円減少し19億20百万円（前年同期比11.0％減）となりました。

　利益面におきましては、農業機械の製品値上げや増産対応および経費削減などに取り組みました結果、営業利益は

前年同期比１億58百万円増加し２億85百万円（前年同期比124.1％増）、経常利益は前年同期比１億53百万円増加し

２億92百万円（前年同期比110.3％増）、そして四半期純利益は特別利益として子会社合併による抱合せ株式消滅差

益64百万円などを計上しました結果、２億50百万円（前年同期比205.9％増）となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、売上債権の増加などの要因に

より、前事業年度末に比べ３億円減少し、２億69百万円となりました。

　また、当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は45百万円（前年同期は94百万円の獲得）となりました。

　これは主に税引前四半期純利益３億62百万円、売上債権の増加額４億91百万円などを反映したものであります。　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は13百万円となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出17百万円（前年同期は88百万円の獲得）などを反映したものでありま

す。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は２億41百万円と（前年同期は154百万円の使用）なりました。

　これは主に短期借入金の減少額1億60百万円、配当金の支払額63百万円などを反映したものであります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

  当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、16,398千円であります。

  なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,000,000 16,000,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 16,000,000 16,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

　平成21年６月30日
－ 16,000,000－ 1,350,000－ 825,877

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　17,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　15,931,000 15,931 －

単元未満株式 普通株式　　　52,000 － －

発行済株式総数 16,000,000 － －

総株主の議決権 － 15,931 －

(注)「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数４個）含まれてお

ります。　

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社タカキタ
三重県名張市夏見

2828番地
17,000 － 17,000 0.11

計 － 17,000 － 17,000 0.11

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 240 245 310

最低（円） 222 221 226

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に

基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、また、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 279,337 530,027

受取手形及び売掛金 1,816,603 1,566,673

商品及び製品 1,021,731 919,531

仕掛品 140,847 134,767

原材料及び貯蔵品 215,980 279,224

未収入金 ※2
 935,296

※2
 657,642

その他 107,171 74,699

貸倒引当金 △275 △242

流動資産合計 4,516,694 4,162,323

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 598,728

※1
 607,331

機械及び装置（純額） ※1
 295,562

※1
 315,958

土地 546,232 546,232

その他（純額） ※1
 76,696

※1
 77,445

有形固定資産合計 1,517,219 1,546,967

無形固定資産 17,227 21,318

投資その他の資産 851,755 826,996

固定資産合計 2,386,202 2,395,282

資産合計 6,902,896 6,557,605

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 666,788 519,901

短期借入金 704,332 864,332

未払法人税等 152,635 76,828

賞与引当金 33,788 100,263

その他 397,031 223,727

流動負債合計 1,954,575 1,785,052

固定負債

長期借入金 26,124 44,457

退職給付引当金 567,737 555,441

役員退職慰労引当金 57,300 76,160

その他 11,198 11,398

固定負債合計 662,360 687,457

負債合計 2,616,935 2,472,510
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,350,000 1,350,000

資本剰余金 825,877 825,877

利益剰余金 2,052,251 1,881,639

自己株式 △4,443 △4,337

株主資本合計 4,223,685 4,053,179

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 61,521 30,825

繰延ヘッジ損益 754 1,090

評価・換算差額等合計 62,275 31,915

純資産合計 4,285,961 4,085,095

負債純資産合計 6,902,896 6,557,605
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 2,158,576 1,920,137

売上原価 1,678,778 1,277,966

売上総利益 479,798 642,170

販売費及び一般管理費 ※1
 352,267

※1
 356,384

営業利益 127,530 285,786

営業外収益

受取利息 261 166

受取配当金 6,363 3,123

不動産賃貸料 8,456 6,888

その他 2,874 476

営業外収益合計 17,955 10,654

営業外費用

支払利息 2,261 1,982

手形売却損 2,213 25

不動産賃貸原価 1,845 1,772

その他 10 10

営業外費用合計 6,330 3,790

経常利益 139,155 292,650

特別利益

抱合せ株式消滅差益 － 64,536

その他 － 5,907

特別利益合計 － 70,443

特別損失

固定資産廃棄損 190 179

特別損失合計 190 179

税引前四半期純利益 138,965 362,914

法人税、住民税及び事業税 95,912 147,622

法人税等調整額 △38,844 △35,230

法人税等合計 57,068 112,392

四半期純利益 81,896 250,522
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 138,965 362,914

減価償却費 42,015 42,056

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,914 12,296

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,720 △18,860

賞与引当金の増減額（△は減少） △60,141 △68,760

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16 △5,907

受取利息及び受取配当金 △6,625 △3,290

支払利息 2,261 1,982

手形売却損 2,213 25

有形固定資産廃棄損 190 179

抱合せ株式消滅差損益（△は益） － △64,536

売上債権の増減額（△は増加） △81,291 △491,591

たな卸資産の増減額（△は増加） △116,498 △35,797

仕入債務の増減額（△は減少） 13,588 140,348

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,924 11,550

営業保証金の返還による収入 100,000 －

その他 139,675 141,293

小計 173,489 23,904

利息及び配当金の受取額 7,613 3,283

利息の支払額 △2,223 △1,654

法人税等の支払額 △84,780 △70,795

営業活動によるキャッシュ・フロー 94,097 △45,262

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △20,060 △17,885

投資不動産の賃貸による収入 8,456 6,768

無形固定資産の取得による支出 － △2,231

預り保証金の返還による支出 － △200

預り保証金の受入による収入 100 －

貸付金の回収による収入 583 525

その他 △145 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 88,932 △13,022

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △73,000 △160,000

長期借入金の返済による支出 △18,333 △18,333

自己株式の取得による支出 △16 △106

配当金の支払額 △62,996 △63,287

財務活動によるキャッシュ・フロー △154,345 △241,726

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 28,685 △300,011

現金及び現金同等物の期首残高 253,081 520,027

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 49,321

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 281,767

※
 269,337
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

【表示方法の変更】

　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　

　　前事業年度まで「貯蔵品」に含めておりました「実演機」（前第１四半期会計期間末残高122,758千円）は、当該

　実態をより適切に表示するため、当第１四半期会計期間から「商品及び製品」として表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１.棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しましては、実地棚卸を省略し、前

事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によって

おります。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しましては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。　

２.繰延税金資産及び繰延税金負債

の算定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年

度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法に

よっております。　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　    該当事項はありません。

 

【追加情報】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

 
 

当第１四半期会計期間末　
（平成21年６月30日）　

前事業年度末
（平成21年３月31日）

 

　※１.　有形固定資産の減価償却累計

額

 

　  2,522,647千円

 

2,478,008千円

 

　※２.　うち、ファクタリング方式によ

り譲渡した売上債権の未収

額   

 

904,939千円

 

　629,818千円

 

　  ３.　受取手形割引高

　

　－千円
　

　

206,665千円

（四半期損益計算書関係）

 
 

 

前第１四半期累計期間　
（自　平成20年４月１日　
至　平成20年６月30日）　

当第１四半期累計期間　
（自　平成21年４月１日　
至　平成21年６月30日）　

 

　※１.　販売費及び一般管理費の主な

内容

  

 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

支払運賃及び諸掛費  67,621千円

事務職員給料手当 90,769

賞与引当金繰入 31,754

退職給付費用　 5,960

役員退職慰労引当金繰入

　

2,660

 

支払運賃及び諸掛費  76,754千円

事務職員給料手当 110,486

賞与引当金繰入 13,578

退職給付費用　 8,574

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間　
（自　平成20年４月１日　
至　平成20年６月30日）　

当第１四半期累計期間　
（自　平成21年４月１日　
至　平成21年６月30日）　

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定      291,767千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 281,767

 

現金及び預金勘定      279,337千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 269,337
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 16,000,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 18,362株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 79,910利益剰余金 5 平成21年３月31日平成21年６月29日

（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）　

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

　ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除いております。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 268.18円 １株当たり純資産額 255.60円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5.12円 １株当たり四半期純利益金額 15.68円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益（千円） 81,896 250,522

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 81,896 250,522

期中平均株式数（株） 15,985,633 15,981,883
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（重要な後発事象）

　　　　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

　　　　自己株式の取得及び自己株式の公開買付け　

　

　　　　当社は、平成21年７月10日開催の取締役会において、資本効率の改善及び経営環境の変化に対応した機動的な資

本政策の遂行を目的として、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条第１項及び当社

定款の規定に基づき、自己株式の取得及びその具体的な取得方法として自己株式の公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）を実施することを決議し、以下のとおり実施いたしました。

　

１．自己株式の取得に関する取締役会決議内容（平成21年７月10日開催）

　　①　取得する株式の種類　　普通株式

　　②　取得する株式の総数　　6,000,000株（上限）

　　③　株式の取得期間　　　　平成21年７月13日（月曜日）から平成21年８月31日（月曜日）まで　

　　③　取得価額の総額　　　　1,500百万円（上限）

　　④　取得の方法　　　　　　自己株式の公開買付けによる取得

２．取得日

　  平成21年８月10日

３．その他

　　上記自己株式の公開買付けによる取得の結果、当社普通株式6,000,000株（取得価額1,500百万円）を取得いた

　しました。

　　　　　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間末におけるリース取引残高は前会計年度末に比べ

て著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月12日

株式会社タカキタ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松 岡　憲 正  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中 谷　敏 久  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴 木　 實    印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカキタの

平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第65期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年4月1日から平成20年6月30日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカキタの平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第1四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社タカキタ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安 藤　泰 行  印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴 木　 實    印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカキタの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第66期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカキタの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年７月10日開催の取締役会において、自己株式の取得及び自

己株式の公開買付けを行うことを決議し、自己株式を取得している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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